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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液状食品用又は飲料用のパッケージへと誘導加熱融着するための非フォイル系包装用ラ
ミネート（１０）であって、紙又は他のセルロース・ベース材料からなる少なくとも１つ
の第１の層（１１）を含み、前記第１の層（１１）は、前記非フォイル系包装用ラミネー
トの内方側、すなわち、最外層（１５）より前記非フォイル系包装用ラミネートから作製
される容器に食品内容物が充填されるように意図される側に配置され、誘導感熱性金属蒸
着層（１２）を受容及び支持することにより隣接する熱可塑性ポリマー層において加熱融
着を誘発させることができるように、前記第１の層の内方側に接触する誘導融着耐久性被
覆層（１３）で、事前被覆され、前記非フォイル系包装用ラミネート（１０）は、紙又は
セルロース・ベース材料からなる前記事前被覆された第１の層（１１）の内方側に蒸着に
よって施される前記誘導感熱性金属蒸着層（１２）をさらに含み、前記誘導感熱性金属蒸
着層（１２）の内方側に施される、ポリオレフィンをベースとする液密性加熱融着可能熱
可塑性ポリマー材料の１つ又は複数の層からなる最内層（１４）であって、前記誘導感熱
性金属蒸着層（１２）に直接接触する最内層（１４）をさらに含み、液密性加熱融着可能
熱可塑性ポリマー材料の前記最外層（１５）が前記非フォイル系包装用ラミネートの逆側
にも施され、前記誘導融着耐久性被覆層（１３）は加熱融着可能材料の前記最内層（１４
）より高い融点を有し、
　前記誘導融着耐久性被覆層（１３）は、ポリビニルアルコール（ＰＶＯＨ）、水分散性
エチレンビニルアルコール（ＥＶＯＨ）、ポリ塩化ビニリデン（ＰＶＤＣ）、水分散性ポ
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リアミド（ＰＡ）、多糖、多糖誘導体、デンプン、デンプン誘導体、及びそれらの２つ以
上の組合せからなる群より選択されるポリマーを主に含む組成物から形成される、
非フォイル系包装用ラミネート（１０）。
【請求項２】
　前記誘導融着耐久性被覆層（１３）は、前記第１の層の上に液体組成物を液膜被覆し、
その後乾燥させることにより形成され、前記液体組成物は、水性媒体又は溶媒中に分散又
は溶解されたポリマー結合剤を含むことを特徴とする、請求項１に記載の非フォイル系包
装用ラミネート。
【請求項３】
　前記誘導融着耐久性被覆層（１３）は、ＰＶＯＨ、水分散性ＥＶＯＨ、又はデンプンか
らなる群より選択されるポリマーを主に含む組成物から形成されることを特徴とする、請
求項１、又は２に記載の非フォイル系包装用ラミネート。
【請求項４】
　前記液体組成物は、無機粒子をさらに含むことを特徴とする、請求項２に記載の非フォ
イル系包装用ラミネート。
【請求項５】
　前記誘導融着耐久性被覆層（１３）は、乾燥重量で０．５～７ｇ／ｍ２の合計量にて施
されることを特徴とする、請求項１から４までのいずれか一項に記載の非フォイル系包装
用ラミネート。
【請求項６】
　前記誘導感熱性金属蒸着層（１２）は、アルミニウムから構成される層であることを特
徴とする、請求項１から５までのいずれか一項に記載の非フォイル系包装用ラミネート。
【請求項７】
　前記誘導感熱性金属蒸着層（１２）は、１～５の光学密度（ＯＤ）を有することを特徴
とする、請求項１から６までのいずれか一項に記載の非フォイル系包装用ラミネート。
【請求項８】
　紙又は他のセルロース・ベース材料からなる前記第１の層（１１）は、２０～１００ｇ
／ｍ２の表面重量を有することを特徴とする、請求項１から７までのいずれか一項に記載
の非フォイル系包装用ラミネート。
【請求項９】
　前記第１の層の外側に積層される、紙又はボール紙からなる第２の層をさらに含み、前
記第２の層は、５０から５００ｇ／ｍ２の表面重量を有することを特徴とする、請求項１
から８までのいずれか一項に記載の非フォイル系包装用ラミネート。
【請求項１０】
　紙又は他のセルロース・ベース材料からなる第１の層（１１）を用意するステップと、
　紙又はセルロース・ベース材料の前記第１の層の内方側に、誘導融着耐久性被覆層によ
って、誘導感熱性金属蒸着層を受容及び支持するための紙又はセルロース・ベース材料か
らなる前記第１の層を事前被覆するステップと、
　このように前記被覆された第１の層（１１）の内方側に前記誘導感熱性金属蒸着層（１
２）を、蒸着によって施すステップと、
　加熱融着可能熱可塑性ポリマー材料からなる最内層（１４）を用意するステップと、
　押出成形被覆により、又はあらかじめ製造されたフィルムの形態で前記被覆された第１
の層に対して前記最内層（１４）を積層することにより、前記被覆された第１の層（１１
）に対して前記最内層（１４）を積層するステップと
を含む、請求項１から９までのいずれか一項に記載の非フォイル系包装用ラミネート（１
０）を製造する方法。
【請求項１１】
　前記誘導融着耐久性被覆層を事前被覆する前記ステップにおいて、
　水性媒体又は溶剤ベース液体媒体中に分散又は溶解されたポリマー結合剤を含む液体組
成物を用意するステップと、
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　紙又は他のセルロース・ベース材料からなる前記第１の層の内方側の上に前記液体組成
物を被覆し（２２ａ）、その後乾燥させて（２２ｂ）液体を蒸発させることにより、前記
第１の層の内方側に接触する、前記ポリマー結合剤を含む薄い前記誘導融着耐久性被覆層
を形成するステップであり、前記ポリマー結合剤は、前記最内層の前記加熱融着可能熱可
塑性ポリマー材料よりも高い融点を有する、ステップと
をさらに含む、請求項１０に記載の非フォイル系包装用ラミネート（１０）を製造する方
法。
【請求項１２】
　前記液体組成物中に含まれる誘導融着耐久性ポリマーは、ポリビニルアルコール（ＰＶ
ＯＨ）、水分散性エチレンビニルアルコール（ＥＶＯＨ）、ポリ塩化ビニリデン（ＰＶＤ
Ｃ）、水分散性ポリアミド（ＰＡ）、デンプン、デンプン誘導体、及びそれらの２つ以上
の組合せからなる群より選択される、請求項１１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記誘導融着耐久性被覆層（１３）は、乾燥重量で０．５～７ｇ／ｍ２の合計量にて施
される、請求項１０から１２までのいずれか一項に記載の方法。
【請求項１４】
　被覆層が、前記第１の層の外方側にも被覆される、請求項１０から１３までのいずれか
一項に記載の方法。
【請求項１５】
　請求項１から９までのいずれか一項に記載の前記非フォイル系包装用ラミネート（１０
ａ；１０ｂ）から製造される包装容器（５０ａ；５０ｂ）。
【請求項１６】
　連続ウェブの形態で、請求項１から９までのいずれか一項に記載の非フォイル系包装用
ラミネートを用意するステップと、
　前記ウェブ形態の非フォイル系包装用ラミネートを連続筒形状に形成し、長手方向に長
手方向シールを施すステップと、
　液状食品で前記非フォイル系包装用ラミネート筒を充填するステップと、
　前記充填された筒の横軸方向に所定の間隔をおいて、誘導加熱によって加熱融着区域を
形成するステップと、
　各横軸方向融着区域の中心を通り切断し、それにより個別の容器を形成するステップと
を含む、非フォイル系包装用ラミネートを加熱融着する方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液状食品用又は飲料用のパッケージへと誘導加熱融着するための非フォイル
系包装用ラミネートに関する。さらに、本発明は、この包装用ラミネートを製造するため
の方法と、この包装用ラミネートから、したがってこの非フォイル系包装用ラミネートを
誘導加熱融着する方法を使用して、作製される包装容器とに関する。
【背景技術】
【０００２】
　液状食品用の使い捨てタイプの包装容器は、板紙又はボール紙をベースとした包装用ラ
ミネートからしばしば作製される。かかる一般的に存在する包装容器の１つが、Ｔｅｔｒ
ａ　Ｂｒｉｋ　Ａｓｅｐｔｉｃの商標名の下で市販されており、長期周囲温度保管用に販
売される牛乳、果実飲料、等々の液状食品を無菌包装するために主に使用される。この既
知の包装容器における包装用材料は、典型的には、紙又は板紙からなるバルク芯材層と、
熱可塑性材料からなる外方液密層とを含むラミネートである。例えば牛乳又は果実飲料の
無菌包装及び包装などを目的として、この包装容器を気密に、特に酸素気密にするために
は、これらの包装容器におけるラミネートは、通常は少なくとも１つの追加層を、最も一
般的にはアルミニウム・フォイルを含む。
【０００３】
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　ラミネートの内側、すなわちラミネートから作製される容器に充填される食品内容物に
面するように意図される側には、アルミニウム・フォイル上に施された最内層が存在し、
この最内内側層は、加熱融着可能な接着性ポリマー及び／又はポリオレフィンを含む、１
つ又は複数の部分層から構成されてもよい。さらに、芯材層の外側にも、最外加熱融着可
能ポリマー層が存在する。
【０００４】
　さらに、アルミニウム・フォイルにより、この包装用材料は、容器を作製する際に機械
的強度の高い液密且つ気密の融着接合部又はシームを得るための高速且つ効率的な融着技
術である誘導加熱融着による加熱融着が可能なものとなる。
【０００５】
　この包装容器は、一般的には、包装用材料のウェブから又は事前に作製された半加工品
からパッケージを形成、充填、及び融着するタイプの最新の高速包装機により作製される
。したがって、包装容器は、最内加熱融着可能熱可塑性ポリマー層と最外加熱融着可能熱
可塑性ポリマー層を一体的に溶接することにより、積層された包装用材料のウェブの両長
手方向縁部を重畳接合において互いに一体化させることによって、ウェブを筒に再形成す
ることにより作製され得る。この筒は、意図された液状食品で充填され、その後、筒内の
内容物の高さの下方にて、互いから所定の距離を置いて筒を反復的に横軸方向融着するこ
とによって、個々のパッケージへと分割される。これらのパッケージは、横軸方向融着部
に沿って切断することにより筒から分離され、包装用材料中に用意された折り目線に沿っ
て折曲げ形成することにより、通常は平行六面体である所望の幾何学的構成を与えられる
。
【０００６】
　この連続的な筒形成、充填、及び融着包装方法のコンセプトの主な利点は、ウェブが、
筒形成の直前に連続的に滅菌され、したがって無菌包装方法を、すなわち、充填されるこ
ととなる液体内容物及び包装用材料自体が細菌から還元され、充填された製品中における
微生物の繁殖の危険性を伴うことなく充填されたパッケージを周囲温度でも長期間にわた
り保管し得るように、充填された包装容器が清潔な環境下において作製される方法を可能
にし得るという点である。この連続的なＴｅｔｒａ　Ｂｒｉｋ（登録商標）タイプの包装
方法のもう１つの重要な利点は、上述のように、連続的な高速包装が可能であることであ
り、これは、費用対効果に関してかなりの影響を有する。
【０００７】
　この包装用ラミネート内のアルミニウム・フォイルの層は、殆どのポリマー製のガス遮
断材料に比べて、優れたガス遮断特性をもたらす。液状食品を無菌包装するための従来的
なアルミニウム・フォイル・ベースの包装用ラミネートは、その性能レベルにおいては、
今日市場において入手可能な最も費用対効果の高い包装用材料である。競合する他の材料
はいずれも、原材料に関してさらに費用対効果が高く、同等の食品保存特性を有し、完成
された包装用ラミネートへと変える際の複雑性が比較的低くなければならない。
【０００８】
　今日では、結果的に得られる材料の環境プロファイルの向上を求めて、ラミネート構造
体中にアルミニウム・フォイルを有さないこのような包装用材料を開発する傾向が高まり
つつある。この場合に、包装用材料を製造するためのコスト、及びこの包装用ラミネート
から作製される包装容器を無菌長期保管するために必要な特性を維持するためのコストを
下げることが、当然ながら望ましい。
【０００９】
　それと同時に、包装用ラミネートが、現行において世界中の牛乳加工所及び充填所にて
稼働している既設ベースの充填機及び包装機における使用に直に適したものであることが
理想的である。しかし、包装用ラミネートからアルミニウム・フォイルを除去することに
より、最外熱可塑性層の加熱融着に関して解決すべき技術的問題が生じている。その理由
は、アルミニウム・フォイルにより誘導されていたように、磁場から生じる、熱を生成さ
せるための電流を誘導しやすい材料が、ラミネート中に存在しないからである。その代わ
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りに、超音波振動又は古い従来的な対流及び熱気融着方法による熱生成などの代替技術が
、議論され、開発されてきた。かかる代替的な融着技術を実施するためには、牛乳加工所
及び充填所に既設の包装機の融着パーツを完全に再構築することが必要である。
【００１０】
　金属化された１つの層を含む２つ以上の遮断層を伴う包装用ラミネートが、フォイル・
ベース・ラミネートの実現可能な代替物となり得るものとして考案されているが、現行の
誘導加熱融着設備が使用不可能になるという上述の問題を有する。
【００１１】
　しかし、今日においては、これまで信じられてきたものとは全く異なり、既存の機械に
対してさほど革新的でもないいくつかの適合化がなされた場合には、誘導融着技術により
金属化された層を用いて隣接する熱可塑性層を熱溶融するのに十分な熱を実際には生成す
ることが可能であることが判明している。初めに検査される金属化された層は、主として
配向ＰＥＴフィルム基材上に被覆した。
【００１２】
　しかし、金属化された層に対して誘導融着技術を適合化させることに関する継続的な研
究に関連して、異なる基材が金属被覆及びその後の誘導加熱融着に対する適性においてそ
れぞれ異なることが判明した。十分に機能するためには、金属化された層は、層品質と、
厚さ又は光学密度とのある組合せを有さなければならないようである。ここで品質とは、
層が、均質的であるべきであり、積層された包装用材料の幅及び長さの全体にわたり実質
的に同一の厚さを有すべきであることを主に意味する。
【００１３】
　ＰＥＴフィルム基材は、一般的には、上述の種類の包装用ラミネートにそれらがもたら
すものの割には極めて高額である。実際に、ＰＥＴフィルム基材によって包装用ラミネー
トにもたらされるほぼ唯一の重要な寄与は、金属化された層のための担体としての役割で
ある。誘導融着技術は、他の比較的廉価なポリマー基材に対しても適合することが可能で
あると考えられているが、この融着プロセスは、効率的に及び確実に実施するためにはよ
り多大なる較正及び監視をおそらく要することとなることが判明している。さらに、基材
の選択が、加熱融着プロセスの際の金属化された層の品質及び耐久性に影響を及ぼし得る
ことも判明している。
【００１４】
　したがって、費用対効果の高く、頑丈な、すなわち製造条件及び取扱い条件における中
程度の変動にも信頼性の高い、例えば牛乳又は他の飲料などの無菌液状食品包装を行うた
めの非アルミニウム・フォイル系包装用材料であり、周囲温度条件下において長期にわた
り無菌保管するための包装容器において十分な遮断特性を実現し、既設ベースの充填及び
融着設備において誘導融着することにより融着することが可能な、非アルミニウム・フォ
イル系包装用材料に対する需要が、依然として存在する。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　したがって、本発明の１つの目的は、非フォイル系の誘導加熱融着可能な紙又は板紙の
包装用ラミネートの製造における上出の問題を解消又は緩和することである。
【００１６】
　本発明の別の目的は、誘導加熱融着により良好な液密性及び気密性を有する包装容器へ
と加熱融着され得る、液体又は含水食品の長期無菌包装に適した、非フォイル系の紙又は
板紙の包装用ラミネートを提供することである。
【００１７】
　本発明のさらなる目的は、誘導加熱融着により良好な液密性及び気密性を有する包装容
器であって、気体及び水蒸気に対してのみならず光及び臭気物質に対しても良好な遮断特
性を有する包装容器へと加熱融着され得る、液体又は含水食品の長期無菌包装に適した、
費用対効果の高い非フォイル系の紙又は板紙の包装用ラミネートを提供することである。
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【課題を解決するための手段】
【００１８】
　したがって、これらの目的は、添付の特許請求の範囲に規定されるような積層された包
装用材料、包装容器、及びこの包装用材料の製造方法により、本発明によって達成される
。
【００１９】
　本発明の第１の態様によれば、これらの全般的な目的は、液状食品用又は飲料用のパッ
ケージへと誘導加熱融着するための非フォイル系包装用ラミネートによって達成される。
この装用ラミネートは、紙又は他のセルロース・ベース材料からなる少なくとも１つの第
１の層を含み、この第１の紙層は、包装用ラミネートの内方側に配置され、金属蒸着され
た層を受容及び支持するように事前被覆されて、隣接する熱可塑性ポリマー層において加
熱融着を誘発させるようになされる。この包装用ラミネートは、紙又はセルロース・ベー
ス材料からなる前記事前被覆された第１の層の内方側の上に及び隣接して直に施されるか
又は蒸着される、先述の金属蒸着層をさらに含む。この包装用ラミネートは、金属蒸着コ
ーティングの内方側に施される、液密性加熱融着可能熱可塑性ポリマー材料からなる１つ
又は複数の層をさらに含む。通常は、及びもっとも好都合には、液密の加熱融着可能な熱
可塑性ポリマー材料からなる最外層が、包装用ラミネートの逆側にも施される。
【００２０】
　本発明の良好に機能する一実施例によれば、金属蒸着コーティングに平滑受容表面を与
え、後の加熱融着作業の際に良好に前記金属コーティングを支持するように紙を準備する
ために、紙又は他のセルロース・ベース材料からなる第１の層は、加熱融着可能材料から
なる最内層よりも融点が高い誘導融着耐久性被覆層により、その内方側を被覆される。そ
の後、誘導加熱融着耐久性被覆層の内方側に、隣接する熱可塑性ポリマー層において加熱
融着を誘発するようになされた誘導感熱性金属蒸着コーティングからなる前記層が、さら
に施される。
【００２１】
　金属蒸着被覆に対して準備するために紙層上にかかるコーティングを形成する最も費用
対効果の高い方式は、紙層上に液体組成物を液膜被覆（一般的には分散被覆ともしばしば
呼ばれる）し、その後これを乾燥させる方法によって、かかるコーティングを施すもので
ある。この液体組成物は、水性媒体又は溶媒中に分散又は溶解された誘導融着耐久性ポリ
マー結合剤を含む。
【００２２】
　いくつかの良好に機能する実例によれば、誘導融着耐久性被覆層は、ポリビニルアルコ
ール（ＰＶＯＨ）、水分散性エチレンビニルアルコール（ＥＶＯＨ）、ポリ塩化ビニリデ
ン（ＰＶＤＣ）、水分散性ポリアミド（ＰＡ）、水分散性ポリエステル、多糖、デンプン
及びデンプン誘導体を含む多糖誘導体、並びにそれらの２つ以上の組合せからなる群より
選択されるポリマーを主に含む組成物から形成される。重要なことは、このように被覆さ
れた層は、熱可塑性材料からなる最内層よりも融点が高く、これにより、包装用ラミネー
トを充填及び融着されたパッケージへと加熱融着することが意図される点である。好まし
くは、熱可塑性加熱融着可能材料は、ポリオレフィンをベースとし、さらに好ましくはポ
リエチレンをベースとし、最も好ましくは例えばＬＤＰＥ、ＬＬＤＰＥ、又はｍ－ＬＬＤ
ＰＥなどの低密度ポリエチレンをベースとする。
【００２３】
　費用対効果が比較的高く、プラスの環境プロファイルを有するポリマーを使用すること
が望ましい場合には、誘導融着耐久性被覆層は、ＰＶＯＨ、水分散性ＥＶＯＨ、又はデン
プンを主に含む組成物から形成される。水分散性ＥＶＯＨは、溶融加工可能ＥＶＯＨに比
べて高量のビニルアルコールユニットを有し、ＥＶＯＨよりもＰＶＯＨに性質上において
より類似している。純ＰＶＯＨ及びデンプン・ベース・ポリマーは、多少なりとも生物分
解性のものであってもよく、そのため、かかるポリマーは、ある包装用途にとってはさら
に望ましいものとなる場合がある。
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【００２４】
　さらに、液膜被覆に適するいくつかのポリマー結合剤が、ガス遮断特性をさらに有し、
これは、包装用ラミネートにおいてさらにより望ましい。したがって、誘導融着耐久性被
覆層は、（ＰＶＯＨ）、水分散性（ＥＶＯＨ）、（ＰＶＤＣ）、水分散性ポリアミド（Ｐ
Ａ）、デンプン、デンプン誘導体、及びそれらの２つ以上の組合せからなる群より選択さ
れるポリマーを主に含む組成物から形成されることが好ましい場合がある。
【００２５】
　アルミニウム・フォイルと比較すると、液膜被覆遮断ポリマーとしてのＰＶＯＨは、多
数の望ましい特性を享受し、その結果として、多くの状況において最も好ましい遮断材料
となる。とりわけ、良好な膜形成特性、食品との適合性、及び経済的価値、それに加えて
高い酸素ガス遮断特性が挙げられる。特にＰＶＯＨは、牛乳の包装にとって特に重要であ
る高い臭気遮断特性を有する包装用ラミネートをもたらす。
【００２６】
　例えばデンプン又はデンプン誘導体などの、多数の他の考えられるかような高温溶融ポ
リマーと同様に、ポリビニルアルコールは、液膜被覆プロセスによって、すなわち、施さ
れると広がって基材上において薄い均一な層となり、その後乾燥される、水性分散液若し
くは水溶液又は溶剤ベース分散液若しくは溶剤ベース溶液の形態で、適切に施される。
【００２７】
　水溶液系は、一般的には、いくつかの環境的利点を有する。好ましくは、液体ガス遮断
組成物は、溶剤ベース系よりも良好な作業環境適合性をさらに通常有するため、水ベース
である。
【００２８】
　ＰＶＯＨコーティングの水蒸気遮断特性及び酸素遮断特性を向上させるために、カルボ
ン酸官能基を有するポリマー又は化合物が、この組成物中に含まれてもよい。適切には、
カルボン酸官能基を有するポリマーは、エチレンアクリル酸コポリマー（ＥＡＡ）及びエ
チレンメタクリル酸コポリマー（ＥＭＡＡ）又はそれらの混合物の中から選択される。既
知のかかる特に好ましい遮断層混合物の１つは、ＰＶＯＨ、ＥＡＡ、及び無機薄層状化合
物から構成される。ＥＡＡコポリマーは、次いで、乾燥コーティング重量で約１～２０重
量％の量で遮断層中に含まれる。
【００２９】
　酸素遮断特性及び水遮断特性の向上は、高い乾燥温度におけるＰＶＯＨとＥＡＡとの間
におけるエステル化反応により、ＰＶＯＨが、ＰＶＯＨの構造体中に構築される疎水性Ｅ
ＡＡポリマー鎖によって架橋されることから得られると考えられている。しかし、かかる
混合物は、添加剤のコストにより比較的高価である。さらに、これらの組成物は、高温で
の乾燥及び硬化により比較的高耐久性に作られ得る。架橋は、例えば金属酸化物などの金
属化合物などの多価化合物の存在によっても誘発され得るが、かかる化合物は、これを目
的とする被覆化合物中においてあまり好ましくない。
【００３０】
　特殊な種類の水分散性エチレンビニルアルコールポリマー（ＥＶＯＨ）が、後から開発
されたが、酸素遮断液膜組成物に関して考え得るものとなり得る。しかし、従来的なＥＶ
ＯＨポリマーは、通常は、押出成形を目的とされており、水性媒体中において分散／溶解
して、５ｇ／ｍ２未満の、好ましくは３．５ｇ／ｍ２未満の薄い液膜被覆された遮断膜を
作製することが不可能である。このＥＶＯＨは、水分散性又は水溶性となるべきやや高量
のビニルアルコールモノマーユニットを含むべきであり、その特性は、ＰＶＯＨの液膜コ
ーティンググレードの特性に可能な限り近いものであるべきであると考えられている。押
出成形されたＥＶＯＨは、液膜被覆されたＥＶＯＨの代替とはならない。その理由は、押
出成形されたＥＶＯＨは、元来、押出成形被覆用のＥＶＯＨグレードに比べてＰＶＯＨに
類似の特性を有さず、押出成形被覆又は押出成形積層により単一層として５ｇ／ｍ２未満
の費用対効果の高い量で施すことが不可能であり、すなわち一般的に非常に高価なポリマ
ーである共有押出成形連結層を要するからである。さらに、非常に薄い押出成形された層
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は、過度に急速に冷却し、隣接層への十分な積層結合を維持するのに十分な熱エネルギー
を有さない。
【００３１】
　液膜被覆に適するポリマー結合剤の他の実例は、多糖、特に、好ましくは酸化デンプン
、カチオンデンプン、及びヒドロキシプロピル化デンプンなどのデンプン又はデンプン誘
導体である。かかる変性デンプンの実例は、次亜塩素酸塩酸化処理されたジャガイモデン
プン（Ｒａｉｓｉｏ社によるＲａｉｓａｍｙｌ　３０６）、ヒドロキシプロピル化トウモ
ロコシデンプン（Ｃｅｒｅｓｔａｒ　０５７７３）である。しかし、さらに他のデンプン
形態及びデンプン誘導体が、液膜被覆結合剤として実用可能である。
【００３２】
　ポリマー結合剤の他の実例は、アクリル酸ポリマー又はメタクリル酸ポリマーなどのカ
ルボン酸含有ポリマーと、ＰＶＯＨ又はデンプンなどのポリアルコールポリマーとの混合
物を含むコーティングである。これらのポリマー結合剤の架橋反応は、上述のように、高
湿度に対する抵抗性にとっては好ましい。
【００３３】
　しかし、最も好ましくは、結合剤ポリマーは、ＰＶＯＨである。その理由は、ＰＶＯＨ
は、上述の全ての良好な特性、すなわち、良好な誘導加熱融着耐性に加えて、良好な膜形
成特性、ガス遮断特性、費用対効果、食品適合性、及び臭気遮断特性を有するからである
。
【００３４】
　ＰＶＯＨベースのガス遮断組成物は、ＰＶＯＨが少なくとも９８％の、好ましくは少な
くとも９９％の鹸化度を有する場合には、最も良好に機能するが、鹸化度の比較的低いＰ
ＶＯＨもまた、良好な特性を示す。
【００３５】
　一実施例によれば、液体組成物は、酸素ガス遮断特性をさらに向上させるために無機粒
子をさらに含む。
【００３６】
　ポリマー結合剤材料は、例えば、薄層状形状又は薄片形態の無機化合物と混合されても
よい。薄片形状の無機粒子を層状に配置することにより、酸素ガス分子は、遮断層間の通
常の直線状経路よりも長い過程を、酸素遮断層を貫通する蛇行経路を経由して移動しなけ
ればならない。
【００３７】
　一実施例によれば、無機薄層状化合物は、剥離された状態へと分散されるいわゆるナノ
粒子化合物であり、すなわち、層状無機化合物の薄層が、液体媒体によって互いから分離
される。したがって、好ましくは、これらの層状化合物は、分散時に無機材料の層構造を
貫通したポリマー分散液又はポリマー溶液によって、膨張されるか又は開裂され得る。層
状化合物は、さらに、ポリマー溶液又はポリマー分散液に加えられる前に、溶媒によって
膨張されてもよい。しがたって、無機薄層状化合物は、液体ガス遮断組成物中及び乾燥さ
れた遮断層中において剥離状態へと分散される。粘土鉱物という用語には、カオリナイト
類、アンチゴライト類、スメクタイト類、バーミキュライト類、ベントナイト類、又は雲
母類の各鉱物が含まれる。具体的には、ラポナイト、カオリナイト、ディッカイト、ナク
ライト、ハロイサイト、アンチゴライト、クリソタイル、パイロフィライト、モンモリロ
ナイト、ヘクトライト、サポナイト、ソーコナイト、ナトリウム四ケイ素雲母、ナトリウ
ムテニオライト、白雲母、マルガライト、バーミキュライト、フロゴパイト、及びキサン
トフィライト等々を、適当な粘土鉱物として挙げることができる。好ましいナノ粒子は、
モンモリロナイトのナノ粒子であり、最も好ましくは純化されたモンモリロナイト又はナ
トリウム交換モンモリロナイト（Ｎａ－ＭＭＴ）のナノ粒子である。ナノサイズの無機薄
層状化合物又は粘土鉱物は、好ましくは、剥離された状態において、５０～５０００のア
スペクト比と、最大で約５μｍの粒径とを有する。
【００３８】
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　好ましくは、無機粒子は、５０～５０００のアスペクト比を有するかかる薄層状ベント
ナイト粒子から主に構成される。
【００３９】
　適切には、遮断層は、乾燥コーティング重量で約１～約４０重量％の、さらに好ましく
は約１～約３０重量％の、及び最も好ましくは約５～約２０重量％の無機薄層状化合物を
含む。この量が、過度に低い場合には、被覆され乾燥された遮断層のガス遮断特性は、無
機薄層状化合物が使用されない場合と比較してもさほど向上しない。この量が、過度に高
い場合には、液体組成物は、コーティングとして施すのがさらに困難になり、アプリケー
タ・システムの貯蔵タンク及び導管内における取扱いがさらに困難になる。好ましくは、
遮断層は、乾燥コーティング重量で約９９～約６０重量％の、さらに好ましくは約９９～
約７０重量％の、及び最も好ましくは約９５～約８０重量％のポリマーを含む。分散安定
剤又は同様のものなどの添加剤が、ガス遮断組成物中に、好ましくは乾燥コーティングで
約１重量％未満の量にて含まれてもよい。
【００４０】
　別の実施例によれば、無機粒子は、１０～５００のアスペクト比を有する薄層状タルカ
ム粒子から主に構成される。この組成物は、通常は、乾燥重量で１０～５０重量％の、さ
らに好ましくは２０～４０重量％の量のタルカム粒子を含む。２０重量％未満では、ガス
遮断特性において著しい向上は見られず、５０重量％超では、被覆された層は、層中の粒
子間の内部結合が比較的弱いことにより、比較的もろく壊れやすいものとなり得る。５０
重量％超では、ポリマー結合剤は、粒子を囲み分散させ、層内においてそれらを互いに積
層させるには低すぎる量のようである。
【００４１】
　代替的には、３～１５０ｎｍの、好ましくは４～１００ｎｍの、さらにより好ましくは
５～７０ｎｍの粒径であり、好ましくはアモルファス及び球形である、コロイドシリカ粒
子が使用される場合には、驚くほどに良好な酸素遮断特性が実現され得る。さらに、コロ
イドシリカ粒子の使用は、液体遮断組成物が１５～４０重量％の、好ましくは２０～３５
重量％の、及びさらに好ましくは２４～３１重量％の乾燥含量で施されることにより、強
制乾燥の必要性が低下するという利点を有する。
【００４２】
　使用し得る無機粒子の他の代替例は、カオリン、雲母、炭化カルシウム等々の粒子であ
る。
【００４３】
　酸素遮断特性をもたらすために無機粒子を使用する場合でも好ましいポリマー結合剤は
、部分的には上述の有利な特性により、ＰＶＯＨとなる。さらに、ＰＶＯＨは、複合的な
視点からも有利であり、すなわち、ＰＶＯＨの水溶液中において無機粒子を分散又は剥離
させて、ＰＶＯＨ及び粒子の安定的な混合物を形成することが概して容易であり、したが
って均質な組成及び形態を有する良好に被覆されたフィルムが可能となる。
【００４４】
　好ましくは、本発明によれば、前記誘導加熱融着耐久性層は、乾燥重量で０．５～７ｇ
／ｍ２の、好ましくは０．５～５ｇ／ｍ２の、さらに好ましくは０．５～３ｇ／ｍ２の合
計量で施される。０．５ｇ／ｍ２未満では、誘導融着耐久性の効果が過度に低いものとな
り、施される層が薄すぎる場合には、施された遮断層を乾燥させるための水又は溶剤の除
去と関連して、紙又は基材の特徴によってはピン穴が形成される危険性がある。他方にお
いて、７ｇ／ｍ２超では、全般的にはポリマーのコストが高いことにより、及び分散液体
を蒸発させるためのエネルギー・コストが高いことにより、この被覆される層によって、
包装用ラミネートは費用対効果の高いものとはならない。
【００４５】
　さらに、０．５ｇ／ｍ２超のＰＶＯＨにより、認め得るレベルの酸素遮断が実現され、
０．５～３．５ｇ／ｍ２の間で、遮断特性とコストとの間の良好なバランスが実現される
。
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【００４６】
　本発明の一実施例によれば、酸素ガス遮断層は、中間乾燥を伴う２つの連続ステップに
おいて、２つの部分層として施される。２つの部分層としてこのように施される場合には
、各層は、０．３～３．５ｇ／ｍ２の、好ましくは０．５～２．５ｇ／ｍ２の量で適切に
施され、比較的低量の液体ガス遮断組成物から比較的高い品質の全体層をもたらす。さら
に好ましくは、これらの２つの部分層は、それぞれ０．５～２ｇ／ｍ２の、好ましくはそ
れぞれ０．５～１．５ｇ／ｍ２の量で施される。
【００４７】
　金属蒸着被覆層は、物理蒸着（ＰＶＤ）により薄く被覆された紙基材の上に施される。
本発明によるこの薄い金属蒸着コーティングは、ナノメートル厚であり、すなわち、例え
ば５～５００ｎｍ（５０～５０００Å）、好ましくは５～２００ｎｍ、さらに好ましくは
５～１００ｎｍ、及び最も好ましくは５～５０ｎｍなどの、ナノメートル単位で最適に算
定される厚さを有する。
【００４８】
　一般的には、５ｎｍ未満では、誘導加熱融着耐久性特性は、使用するには低すぎるもの
となる場合があり、２００ｎｍ超では、コーティングは、可撓性が比較的低下する場合が
あり、したがって可撓性基材上に施された場合にクラッキングを比較的生じやすいものと
なる場合がある。
【００４９】
　一般的には、誘導加熱耐久性を有するこのような蒸着コーティングは、金属化合物から
作製され、好ましくは、誘導加熱融着誘発金属蒸着被覆層は、アルミニウムから実質的に
構成される層である。通常は、アルミニウム金属化された層は、元来、利用される金属被
覆プロセスの性質により、酸化アルミニウムから構成される薄い表面部分を有する。
【００５０】
　適切には、金属蒸着被覆層は、１～５の、好ましくは１．５～３．５の、さらに好まし
くは２～３の光学密度（ＯＤ）を有する。
【００５１】
　アルミニウム・ベースの薄い蒸着された層は、好ましくは５～１００ｎｍの、さらに好
ましくは５～５０ｎｍの厚さを有し、この厚さは、従来的な厚さ、すなわち６．３μｍの
アルミニウム・フォイル中に存在するアルミニウム金属材料の１％未満に相当する。
【００５２】
　基材のコーティングの接着を向上させるために、基材フィルムの表面処理ステップが、
基材の蒸着被覆、特に基材の金属化の前に実施されてもよい。
【００５３】
　本発明による最も好ましい金属は、アルミニウムであるが、本発明によれば、均質なコ
ーティングへと真空蒸着され得る任意の他の金属を使用することができる。したがって、
Ａｕ、Ａｇ、Ｃｒ、Ｚｎ、Ｔｉ、又はＣｕなどの比較的好ましくなく比較的一般的でない
金属もまた、考えられる。一般的には、金属又は金属と金属酸化物との混合物からなる薄
いコーティングにより、水蒸気に対する遮断特性が得られ、これらのコーティングは、水
蒸気が多層フィルム又は包装用ラミネートの中及びそれらを貫通して移動することが所望
の機能により防止されなければならない場合にも使用される。しかし、最も一般的には、
金属化コーティング中の金属は、アルミニウム（Ａｌ）である。
【００５４】
　金属蒸着被覆プロセスを費用対効果の高いものにするためには、基材、すなわち紙又は
他のセルロース・ベース材料からなる第１の最内に配置される層（１１）は、可能な限り
長いメートルを被覆される紙のロール上に巻き付けることができるように、可能な限り薄
いものであるべきである。好ましくは、第１の紙層は、２０～１００ｇ／ｍ２の、好まし
くは２０～７０ｇ／ｍ２の、さらに好ましくは３０～６０ｇ／ｍ２の表面重量を有する。
紙が過度に薄い場合には、当然ながら、後の被覆プロセス及び積層プロセスにおける取扱
いがさらに困難なものとなる。他方において、この紙をさらに薄くすることが可能であれ
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ばあるほど、金属蒸着被覆プロセスにおいて費用対効果のさらに高いものとなり得る。剛
性の観点からわかるように、比較的厚い第１の紙層は、全体的な包装用ラミネート構造体
の剛性及びグリップ能力をさらに高めることにも寄与する。
【００５５】
　液体包装用の一般的なボール紙パッケージ中の、芯材安定化層として使用するための紙
又は板紙からなる第２の層は、通常は、約１００μｍから最大で約６００μｍまでの厚さ
と、約１００～５００ｇ／ｍ２の、好ましくは約２００～４００ｇ／ｍ２の、さらに好ま
しくは２００～３００ｇ／ｍ２の表面重量とを有し、適切な包装品質の従来的な紙又は板
紙であってもよい。
【００５６】
　他方において、液状食品の低コスト態様の長期包装のために比較的薄い紙芯材層を有す
る、比較的薄い包装用ラミネートが使用されてもよい。かかる包装用ラミネートから作製
される包装容器は、折曲げ形成されず、枕形状可撓性ポーチにより類似するものである。
この場合、かかるポーチ・パッケージに適する単一の紙層は、通常は、約３０～約１４０
ｇ／ｍ２の、好ましくは約５０～約１２０ｇ／ｍ２の、さらに好ましくは５０～約１１０
ｇ／ｍ２の、最も好ましくは５０～７０ｇ／ｍ２の表面重量を有する。
【００５７】
　一実施例によれば、かかる低コストの包装用ラミネートは、２つ以上の薄紙層を代替的
に含んでもよく、これらの層の中の第１の内方紙層は、本発明によれば、誘導感熱性材料
で蒸着被覆される。包装用ラミネート構造体中に２つの紙が存在する場合には、第２の外
方紙層は、適切には、２０～１００ｇ／ｍ２の、好ましくは２０～７０ｇ／ｍ２の、さら
に好ましくは２０～５０ｇ／ｍ２の表面重量を有する。
【００５８】
　最外加熱融着可能液密層及び最内加熱融着可能液密層に適する熱可塑性材料は、例えば
ＬＤＰＥ、線形ＬＤＰＥ（ＬＬＤＰＥ）、又はシングルサイト触媒メタロセンポリエチレ
ン（ｍ－ＬＬＤＰＥ）、又はそれらの２つ以上の混合物などの、好ましくはポリエチレン
及びさらに好ましくは低密度ポリエチレンである例えばポリエチレン又はポリプロピレン
などのポリオレフィンをベースとする。
【００５９】
　押出成形積層層又はさらには加熱融着可能層のための、連結層又は接着性ポリマー層に
適したポリオレフィンの代替的な実例は、官能基（カルボキシル官能基又はグリシジル官
能基など）含有モノマーユニット（例えばアクリル酸モノマー（メタクリル酸モノマー）
又は無水マレイン酸（ＭＡＨ）モノマー）を有する、ＬＤＰＥコポリマー若しくはＬＬＤ
ＰＥコポリマー、又は好ましくはＬＤＰＥグラフトコポリマー若しくはＬＬＤＰＥグラフ
トコポリマー（すなわちエチレンアクリル酸コポリマー（ＥＡＡ）若しくはエチレンメタ
クリル酸コポリマー（ＥＭＡＡ）、エチレン－アクリル酸グリシジルコポリマー（ＥＧＡ
）（エチレン－メタクリル酸グリシジルコポリマー（ＥＧＭＡ））又はＭＡＨグラフトポ
リエチレン（ＭＡＨ－ｇ－ＰＥ））をベースとする変性ポリオレフィンである。かかる変
性ポリマー又は接着性ポリマーの別の実例は、いわゆるイオノマー又はイオノマーポリマ
ーである。好ましくは、この変性ポリオレフィンは、エチレンアクリル酸コポリマー（Ｅ
ＡＡ）か、又はエチレンメタクリル酸コポリマー（ＥＭＡＡ）である。
【００６０】
　蒸着被覆される第１の紙層は、中間ポリマー層、好ましくは熱可塑性ポリマー層、さら
に好ましくは、
特にＬＤＰＥ、又はポリエチレンベースポリマー若しくはポリエチレンベースコポリマー
、又は前出の段落内において説明されるような接着性ポリマーである、変性ポリマー又は
接着性ポリマーとしてよく知られる、ポリオレフィン及びポリオレフィン・ベース・コポ
リマーから選択されるポリマーからの層により、第２の紙又は板紙の層に結合されてもよ
い。
【００６１】
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　本発明による包装用ラミネートの光遮断をさらに向上させるために、必要に応じて、光
遮断特性をもたらす粒子又は顔料が、ラミネートの１つ又は複数の層中に混合されてもよ
い。一実例は、カーボン・ブラックなどの光吸収粒子である。この場合に、有利には、中
間層の黒色は、紙層又は板紙層により外方側に対して隠蔽され、例えばアルミニウム層な
どの金属化層によりラミネートの内方側に対して隠蔽される。別の実例は、二酸化チタン
などの光反射粒子である。かかる粒子は、白色の外観の包装用ラミネートをさらにもたら
し得る。
【００６２】
　比較的薄い紙芯材層を有する比較的薄い低コストセグメント包装用ラミネートについて
は、かかる光反射無機白色顔料は、包装用ラミネートの光遮断特性を向上させ、さらに外
側に対する包装用材料の外観を向上させ得る。
【００６３】
　例えば比較的影響を受けやすい製品に対して比較的長期の無菌保管寿命が必要となるな
どの、比較的高い性能の包装用ラミネートについては、当然ながら、さらなる遮断層を追
加することが可能である。例えば包装用ラミネートの酸素遮断特性をさらに高める１つの
簡単な方式は、金属蒸着被覆された内側の第１の紙層を紙又は板紙からなるさらなる第２
の層に対して結合させるための、金属押出成形可能なバリア層からなる層を含む熱可塑性
結合層を使用することであってもよい。この実施例においては、比較的高性能の包装用ラ
ミネートを作製するために変更すべき唯一のことは、変換プロセスにおいて積層段階に追
加の溶融押出成形ポリマー層（又は複数の追加の溶融押出成形ポリマー層）（例えば追加
の遮断層及び可能な場合には１つ又は２つの溶融共有押出成形連結層など）を含むことで
ある。別のさらに好ましい実施例によれば、遮断ポリマー層からなる薄い層が、オプショ
ンの連結層（又は複数の連結層）及び最内加熱融着可能層（又は複数の最内加熱融着可能
層）と共に、第１の紙層の金属被覆された内方側の上に共有押出成形被覆されてもよい。
かかる共有押出成形された内側遮断層は、金属蒸着コーティングから加熱融着可能層まで
誘発された熱を容易に伝達するために、薄く保たれなければならない。
【００６４】
　代替的には、液膜酸素遮断被覆層が、第１の最内紙層の他方の外方側に被覆されてもよ
い。代替的に、又は追加的に、液膜酸素遮断被覆層が、包装用ラミネート構造体中の任意
の他の紙層の内方側に施されてもよい。
【００６５】
　本発明の他の態様によれば、本発明の非フォイル系包装用ラミネートから製造される包
装容器が提供される。この包装容器は、液状食品又は含水食品の長期無菌包装に適してお
り、誘導加熱融着による強力で高耐久性のシールにより、良好なパッケージ完全性を有す
る。
【００６６】
　本発明のさらに他の態様によれば、独立請求項１２に記載される包装用ラミネートを製
造するための方法が提供される。
【００６７】
　したがって、この方法は、紙又は他のセルロース・ベース材料からなる第１の層を用意
するステップと、紙又はセルロース・ベース材料の層の内方側に誘導融着耐久性層を初め
に被覆することによって、誘導感熱性金属蒸着コーティングを受容及び支持するための紙
又はセルロース・ベース材料からなる層を事前被覆するステップと、次いでこのように被
覆された紙層の内方側に誘導感熱性金属層を施す又は蒸着するステップと、加熱融着可能
熱可塑性ポリマー材料からなる最内層を用意するステップと、押出成形被覆により、又は
あらかじめ製造されたフィルムの形態で紙層に対して最内層を積層することにより、金属
被覆された紙層に対して最内層を積層するステップとを含む。
【００６８】
　この方法の任意の段階において、加熱融着可能熱可塑性ポリマー材料からなる最外層が
、用意され、包装用ラミネートの最外の反対側に積層されてもよい。包装用ラミネート構
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造体が、包装用ラミネートの外側に対して配置された第２の紙層を含む場合には、最外加
熱融着可能ポリマー層は、次いで第２の紙層の外方側に積層される。
【００６９】
　誘導感熱金属層は、誘起された磁場の結果としての電流を伝送することが可能となり、
隣接する熱可塑性ポリマー層が加熱及び溶融されて前記ポリマーの溶融融着が生ずるよう
に加熱された状態になるのに十分な、均質性及び質的連続性を有する。金属層が、不均一
な被覆又はクラックにより不連続性のものとなる場合には、融着区域には加熱は生じなく
なる。
【００７０】
　金属受容層の事前被覆において、本方法は、さらに含む。水性媒体又は溶剤ベース液体
媒体中に分散又は溶解されたポリマー結合剤を含む液体組成物を用意するステップと、紙
又は他のセルロース・ベース材料からなる前記層の内方側の上に液体組成物を被覆し、そ
の後乾燥させて液体を蒸発させることにより、第１の紙層の内方側に隣接する、前記ポリ
マー結合剤を含む薄い誘導融着耐久性層を形成するステップであり、前記ポリマー結合剤
が、最内加熱融着可能層の熱可塑性ポリマー材料よりも高い融点を有する、ステップとを
さらに含む。
【００７１】
　好ましくは、液体組成物中に含まれる誘導融着耐久性ポリマーは、ポリビニルアルコー
ル（ＰＶＯＨ）、水分散性エチレンビニルアルコール（ＥＶＯＨ）、ポリ塩化ビニリデン
（ＰＶＤＣ）、水分散性ポリアミド（ＰＡ）、デンプン、デンプン誘導体、及びそれらの
２つ以上の組合せからなる群より選択される。
【００７２】
　一実施例によれば、誘導融着耐久性層（１３）は、乾燥重量で０．５～７ｇ／ｍ２の、
好ましくは０．５～５ｇ／ｍ２の、さらに好ましくは０．５～３ｇ／ｍ２の合計量にて施
される。
 
【００７３】
　２つの部分層として施される場合には、各層は、０．３～３．５ｇ／ｍ２の、好ましく
は０．５～２．５ｇ／ｍ２の量で適切に施され、この量により、比較的低量の液体ポリマ
ー組成物から比較的高品質の全体層がもたらされ得る。さらに好ましくは、２つの部分層
が、それぞれ０．５～２ｇ／ｍ２の、好ましくは０．５～１．５ｇ／ｍ２の量で施され得
る。
【００７４】
　金属化プロセスの際に紙層から真空チャンバ内に放出される水分量を低減させるために
、金属蒸着被覆されることとなる第１の紙層は、金属化プロセス・ステップの前に、水性
の又は溶剤ベースの分散液又は溶液中において、ポリマーからなる液膜組成物により他方
の外方側も被覆されてもよい。水分は、金属化プロセスが実施され得る速度を遅らせ得る
ため、金属化のための真空チャンバ内においては水分を回避することが望ましい。
【００７５】
　さらに、リール上の被覆された紙ウェブのその後の取扱い時の紙埃の逆移動が、裏面の
かかる被覆により回避され得る。
【００７６】
　酸素ガスに対する比較的良好な遮断特性を要する食品については、ガス遮断被覆層が、
第１の紙層の外側に被覆されてもよい。
【００７７】
　包装用ラミネート構造体が、包装用ラミネートの外側に対して配置された第２の紙層を
含む場合には、ガス遮断被覆層が、前記第２の紙層の内側にも被覆されてもよい。
【００７８】
　包装用ラミネート構造体が、包装用ラミネートの外側に対して配置された第２の紙層を
含む場合には、本発明のこの方法は、中間ポリマー結合層、好ましくは熱可塑性ポリマー
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結合層により、第２の紙層の内方側に対して、蒸着された薄紙基材を押出成形積層するス
テップをさらに含む。
【００７９】
　本発明のさらなる一態様は、連続ウェブの形態で、先述において定義されるような非フ
ォイル系包装用ラミネートを用意するステップと、ウェブ形態の包装用ラミネートを連続
筒形状に形成し、長手方向に長手方向シールを施すステップと、液状食品で包装用ラミネ
ート筒を充填するステップと、充填された筒の横軸方向に所定の間隔をおいて、誘導加熱
によって加熱融着区域を形成するステップと、各横軸方向融着区域の中心を通り切断し、
それにより個別の容器を形成するステップとを含む、非フォイル系包装用ラミネートを加
熱融着する方法である。
【００８０】
　以下、図面を参照として本発明の好ましい実施例を説明する。
【図面の簡単な説明】
【００８１】
【図１ａ】本発明により作製された包装用ラミネートの第１の実施例の概略断面図である
。
【図１ｂ】本発明により作製された包装用ラミネートの第２の実施例の概略断面図である
。
【図１ｃ】本発明により作製された包装用ラミネートの第３の実施例の概略断面図である
。
【図１ｄ】本発明により作製された包装用ラミネートの第４の実施例の概略断面図である
。
【図２】紙基材層上にポリマー複合材料を液膜被覆する方法を文法的に示す図である。
【図３】基材上に好ましい金属層を蒸着するためのプラントの概略図である。
【図４ａ】図１に示される包装用ラミネートを製造する例示的な方法を示す概略図である
。
【図４ｂ】図１に示される包装用ラミネートを製造する例示的な方法を示す概略図である
。
【図４ｃ】図１に示される包装用ラミネートを製造する例示的な方法を示す概略図である
。
【図５ａ】本発明による包装用ラミネートから作製された包装容器の一実例を示す図であ
る。
【図５ｂ】本発明による包装用ラミネートから作製された包装容器の一実例を示す図であ
る。
【図６】連続的な形成、充填、及び融着プロセスにおいて包装用ラミネートから包装容器
を製造する方法の原理を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００８２】
「実施例１」
　誘導加熱融着耐久性層のための水性被覆組成物の準備。約５０～５０００のアスペクト
比を有する剥離された薄層状モンモリロナイト粒子（Ｋｕｎｉｍｉｎｅ　Ｋｏｇｙｏ　Ｃ
ｏ．社のＫｕｎｉｐｉａ　Ｆ）の水性分散液が、６０～９０℃の温度にて１～８時間にわ
たり約３０重量％のＰＶＯＨの水溶液（約９９％の鹸化度を有するＭｏｗｉｏｌ　１５～
９９）と混合される。剥離された薄層状鉱物粒子の分散液は、安定添加剤により安定化さ
れてもよい。代替的には、薄層状鉱物粒子は、６０～９０℃の温度にて１～８時間にわた
りＰＶＯＨ溶液内において直接剥離される。
【００８３】
　水性の溶解され分散されたＰＶＯＨと、３０重量％の剥離されたベントナイト粘土との
水性組成物を、液膜被覆により、間に乾燥を挟んだ２つの連続ステップで、５０ｇ／ｍ２

の表面重量を有する薄紙ウェブの上に、合計で３ｇ／ｍ２のＰＶＯＨコーティングとなる
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ように被覆した。この湿式塗布されたコーティングは、熱気により乾燥されて、水が蒸発
される。
【００８４】
　その後のステップにおいて、ＰＶＯＨ被覆された紙を、蒸着プロセスにより、ＰＶＯＨ
層上に最大で３の光学密度でアルミニウム金属コーティングによって被覆した。
【００８５】
　このように金属化されたＰＶＯＨ被覆された紙を、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）か
らなる押出成形積層熱可塑性結合層により２６０ｍＮ（約２７０ｇ／ｍ２）の厚い板紙に
対して積層し、その後、このように積層された紙サンドイッチ体の両面を、熱可塑性加熱
融着可能層（ＬＤＰＥ）によって被覆し、作製される包装容器に適合化された誘導加熱融
着を利用するＴｅｔｒａ　Ｂｒｉｋ　Ａｓｅｐｔｉｃ（登録商標）の従来的な充填機の加
熱シール品質について検査した。例えば、非常に薄い金属化された層によって十分な加熱
効率に達するためには、誘導融着プロセスにおいて使用される周波数を大幅に高める必要
があることが判明している。
【００８６】
　このように充填及び融着された包装容器のシールの外観及び特徴を、これらのシールを
再度引き裂くことによって調査した。外観を記録し、サンプル間で比較した。整列状態に
おけるシールの幅及び均一性を、加熱融着された熱可塑性材料を除き全ての包装用材料が
シールの周囲において溶解されるさらなる検査によって、判定及び比較した。最後に、充
填及び融着された包装容器のパッケージ完全性を、レッド・インク・テストを利用して検
査した。これらは全て、日々作製される充填包装容器の融着品質管理のために、Ｔｅｔｒ
ａ　Ｂｒｉｋ　Ａｓｅｐｔｉｃ（登録商標）パッケージ用の牛乳加工所及び充填所ではよ
く知られている検査である。
【００８７】
　融着された包装容器のサンプルの加重特性及び加重品質を、Ｔｅｔｒａ　Ｂｒｉｋ（登
録商標）Ａｓｅｐｔｉｃ包装容器用の従来的な包装用ラミネートの品質管理からの長年に
わたる経験に基づき、評価した。
【００８８】
　作製されたパッケージの加熱シール品質及び完全性は、テスト・パネルによる評価によ
れば、非常に良好であり、現行のＴｅｔｒａ　Ｂｒｉｋ　Ａｓｅｐｔｉｃのアルミニウム
・フォイル・ベース・パッケージのシール品質と同等であった。レッド・インク・テスト
においては、３００個の充填及び融着されたパッケージの中の３００個全てが、漏出個所
を有さぬ液密性であった。
【００８９】
「実施例２」
　９９％超の鹸化度を有する水性の溶解され分散されたＰＶＯＨと、１０重量％の剥離さ
れたベントナイト粘土との水性組成物を、実施例１と同様の様式で準備し、液膜被覆によ
り、間に乾燥を挟んだ２つの連続ステップで、５０ｇ／ｍ２の表面重量を有する薄紙ウェ
ブの上に、合計で３ｇ／ｍ２のＰＶＯＨコーティングとなるように被覆した。この湿式塗
布されたコーティングは、熱気により乾燥されて、水が蒸発される。
【００９０】
　その後のステップにおいて、ＰＶＯＨ被覆された紙を、蒸着プロセスにより、ＰＶＯＨ
層上に最大で３の光学密度でアルミニウム金属コーティングによって被覆した。
【００９１】
　このように金属化されたＰＶＯＨ被覆された紙を、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）か
らなる押出成形積層熱可塑性結合層により５０ｇ／ｍ２の薄紙に対して積層し、その後、
このように積層された紙サンドイッチ体の両面を、熱可塑性加熱融着可能層（ＬＤＰＥ）
によって被覆し、作製される包装容器に適合化された誘導加熱融着を利用するＴｅｔｒａ
　Ｂｒｉｋ　Ａｓｅｐｔｉｃ（登録商標）の従来的な充填機の加熱シール品質について検
査した。
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【００９２】
　代替的には、例えば約１００ｇ／ｍ２などの比較的厚い紙層を金属被覆し、これを他の
紙層には積層せずに、単一紙層ラミネートとして保ち、外方加熱融着可能熱可塑性層で被
覆することが、技術的には可能である。しかし、現行においては、かかる厚紙基材の上に
金属化された層を蒸着被覆することは、費用対効果が高くなく、そのため、対応する所要
の厚さ及び剛性を有するラミネートを実現するために上述のサンドイッチ・ラミネートを
作製した。
【００９３】
　作製されたパッケージの加熱シール品質及び完全性は、同一のテスト・パネルによる同
一の評価によれば、同様に非常に良好であった。３００個の検査パッケージの中のいずれ
も、シールの品質に関して漏出個所を有さなかった。
【００９４】
「比較実施例１」
　配向ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）からなる１２μｍ基材フィルムを、蒸着プ
ロセスにより、約３の光学密度までアルミニウム金属コーティングによって被覆した。
【００９５】
　このように金属化されたＰＥＴフィルムを、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）からなる
押出成形積層熱可塑性結合層により２６０ｍＮ（すなわち約２７０ｇ／ｍ２）の厚い板紙
に対して積層し、その後、両面を熱可塑性加熱融着可能層（ＬＤＰＥ）によって被覆し、
作製される包装容器に適合化された誘導加熱融着を利用するＴｅｔｒａ　Ｂｒｉｋ　Ａｓ
ｅｐｔｉｃ（登録商標）の従来的な充填機の加熱シール品質について検査した。
【００９６】
　作製されたパッケージの加熱シール品質及び完全性は、レッド・インク・テストを利用
するシールの引裂き特性の及びパッケージ完全性のテスト・パネルによる評価によれば、
上述の実例に比べて許容し得るものであった。しかし、テスト・ランごとの融着結果は、
薄紙基材を有するラミネート材料と同程度の一貫性及び信頼性を示さなかった。
【００９７】
「比較実施例２」
　５０ｇ／ｍ２の表面重量を有する薄紙ウェブを、１０ｇ／ｍ２のＬＤＰＥからなる第１
の層と、５ｇ／ｍ２のＥＡＡ（エチレンアクリル酸コポリマー）からなる第２の層とによ
り共有押出成形被覆した。
【００９８】
　その後のステップにおいて、この共有押出成形被覆された紙を、蒸着プロセスにより、
ＥＡＡ層上にアルミニウム金属コーティングによってさらに被覆した。
【００９９】
　このように金属化されたＬＤＰＥ／ＥＡＡ被覆された紙の両面を、熱可塑性加熱融着可
能層により積層し、作製される包装容器に適合化された誘導加熱融着を利用するＴｅｔｒ
ａ　Ｂｒｉｋ　Ａｓｅｐｔｉｃ（登録商標）タイプの従来的な充填機の実際的な条件を模
したテスト装置において、加熱シール品質について検査した。さらに、このラミネート紙
を、作製される包装容器に適合化された誘導加熱融着を利用するＴｅｔｒａ　Ｂｒｉｋ　
Ａｓｅｐｔｉｃ（登録商標）タイプの従来的な充填機において検査した。
【０１００】
　融着された包装容器及び容器のサンプルの加重特性及び加重品質を、Ｔｅｔｒａ　Ｂｒ
ｉｋ（登録商標）Ａｓｅｐｔｉｃ包装容器用の従来的な包装用ラミネートの品質管理から
の長年にわたる経験に基づいて評価し、それにより、ＴＢＡ充填機においては適切に融着
されたパッケージは全く形成することが不可能であることが判明した。そのため、パッケ
ージ完全性のさらなる検査は不要であった。さらに、このテスト装置による融着サンプル
の引裂き評価の結果により、これらのシールが十分に良好なものではないことが判明した
。
【０１０１】
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　したがって、作製されたパッケージの加熱シール品質及び完全性は、同一のテスト・パ
ネルによる評価によれば、良好ではなく、現行のＴｅｔｒａ　Ｂｒｉｋ　Ａｓｅｐｔｉｃ
のアルミニウム・フォイル・ベース・パッケージのシール品質と同等ではなかった。
【０１０２】
「実施例３」
　表１に示すように、様々な表面重量の薄紙ウェブを、液膜被覆により、間に乾燥を挟ん
だ２つの連続ステップで、９９％超の鹸化度を有する水性の溶解され分散されたＰＶＯＨ
と、１０重量％の剥離されたベントナイト粘土との水性組成物によって被覆した。この湿
式塗布されたコーティングを、熱気により乾燥して、水を蒸発させた。
【０１０３】
　その後のステップにおいて、ＰＶＯＨ被覆された紙ウェブを、蒸着プロセスにより、Ｐ
ＶＯＨ層上にアルミニウム金属コーティングによって被覆した。
【０１０４】
　このように金属化されたＰＶＯＨ被覆された紙の両面に、熱可塑性加熱融着可能層を積
層し、作製される包装容器に適合化された誘導加熱融着を利用するＴｅｔｒａ　Ｂｒｉｋ
　Ａｓｅｐｔｉｃ（登録商標）タイプの従来的な充填機の実際的な条件を模したテスト装
置において、加熱シール品質について検査した。
【０１０５】
　その結果を、薄紙ベース包装材料の様々なテスト・サンプルの順位表として表１に示す
。評価は、シール品質を評価するためにテスト・パネルにより実施した。これらの結果か
ら、比較的厚い紙が、比較的薄い紙よりも良好な融着結果を示すことが分かる。さらに、
比較的光学密度（ＯＤ）の高い金属蒸着コーティングが、低ＯＤの金属蒸着コーティング
よりも幾分か良好な融着結果を示すことが分かる。さらに、ＰＶＯＨからなる比較的厚い
層が、比較的薄い層よりも幾分か良好な融着結果を示すことが分かる。表１のサンプルは
全て、これらのリグ・テストにおいて非常に良好なシール品質を実現しており、実施例１
に示したものと同様に充填機検査におけるパッケージ完全性の同様の良好な結果を示すは
ずである。７０ｇ／ｍ２の比較的厚い紙の基材によれば、比較的良好な融着結果が認めら
れたが、比較的厚い紙の基材は、はるかに高価になるため、これらの検査においては５０
ｇ／ｍ２の比較的薄い基材を概して使用した。
【０１０６】
【表１】

【０１０７】
　当然ながら、ＰＶＯＨ組成物からなるさらに厚い層又は追加層を被覆することによりガ
ス遮断特性を少しだけさらに高めることが、又はさらに高量の無機粒子でＰＶＯＨ層を充
填することが、さらに可能である。しかし、さらに厚くさらに高密度充填されたガス遮断
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層組成物を被覆することにより、臭気遮断特性がさらに大幅に向上する。かかる遮断組成
物の優れた実例は、ＰＶＯＨ及び１０～５０重量％の、好ましくは２０～４０重量％のタ
ルカム粒子を含む。
【０１０８】
　図１ａにおいては、本発明により作製された、無菌包装するため及び周囲温度条件下に
おいて長期保管するための包装用ラミネート１０ａの第１の実施例の断面図が示される。
このラミネートは、５０ｇ／ｍ２の表面重量を有する第１の紙層１１を含む。
【０１０９】
　この紙は、誘導感熱性材料として機能し、最内加熱融着可能層１４において加熱融着を
生じさせるために熱を伝達することが可能な、金属蒸着コーティング１２を受けるように
準備される。
【０１１０】
　後に金属蒸着被覆されることとなるこの薄紙は、この紙層を被覆することにより、又は
この紙層を含浸させることにより、又は紙ウェブの製造段階において紙パルプ中に化学薬
品を混合することにより、又は準備用のこれらの手段若しくは他の手段の任意の組合せに
より、準備されてもよい。
【０１１１】
　その後、準備された薄紙ウェブは、約３の光学密度（ＯＤ）まで蒸着金属被覆される。
【０１１２】
　ポリオレフィンからなる外方の液密及び加熱融着可能な層１５が、包装用ラミネートか
ら作製される包装容器の外側方向に配向されることとなる側である、芯材層１１の外側に
塗布される。外方層１５のポリオレフィンは、加熱融着可能品質の従来底な低密度ポリエ
チレン（ＬＤＰＥ）であってもよい。最内の液密及び加熱融着可能な層１４が、この包装
用ラミネートから作製される包装容器の内側の方向に配向されることとなる、蒸着される
層１２の内側に配置され、層１４は、包装される製品と接触状態になる。最内加熱融着可
能層は、メタロセン触媒すなわちいわゆるメタロセン－ＬＬＤＰＥ（ｍ－ＬＬＤＰＥ）の
存在下において、好ましくはＣ４～Ｃ８の、さらに好ましくはＣ６～Ｃ８のα－オレフィ
ンアルキレンモノマーでエチレンモノマーを重合することによって生成されるＬＬＤＰＥ
をさらに含む、低密度ポリエチレンをベースとしたポリマーを含む。最内加熱融着可能層
１４は、同一の又は異なる種類のポリマーの２つ又は複数の部分層から構成されてもよく
、代替的にはポリマー・フィルム１４を構成してもよい。
【０１１３】
　本発明の好ましい一実施例によれば、最内加熱融着可能層１４は、好ましくはエチレン
アクリル酸コポリマーからなる層によって、金属蒸着層に結合される。代替的には、他の
連結層を使用してもよい。金属被覆された紙層に加熱融着可能最内層を結合するための連
結層として適するポリオレフィンの代替例は、官能基（カルボキシル官能基又はグリシジ
ル官能基など）含有モノマーユニット（例えばアクリル酸モノマー（メタクリル酸モノマ
ー）又は無水マレイン酸（ＭＡＨ）モノマー）を有する、ＬＤＰＥコポリマー若しくはＬ
ＬＤＰＥコポリマー、又は好ましくはＬＤＰＥグラフトコポリマー若しくはＬＬＤＰＥグ
ラフトコポリマー（すなわちエチレンアクリル酸コポリマー（ＥＡＡ）若しくはエチレン
メタクリル酸コポリマー（ＥＭＡＡ）、エチレン－アクリル酸グリシジルコポリマー（Ｅ
ＧＡ）（エチレン－メタクリル酸グリシジルコポリマー（ＥＧＭＡ））又はＭＡＨグラフ
トポリエチレン（ＭＡＨ－ｇ－ＰＥ））をベースとする変性ポリオレフィンである。かか
る変性ポリマー又は接着性ポリマーの別の実例は、いわゆるイオノマー又はイオノマーポ
リマーである。好ましくは、この変性ポリオレフィンは、エチレンアクリル酸コポリマー
（ＥＡＡ）か、又はエチレンメタクリル酸コポリマー（ＥＭＡＡ）である。
【０１１４】
　比較的厚い加熱融着可能層が必要とされるいくつかの特定の場合には、コストの観点か
らは好ましくはないが、最内層１４の内側に追加の加熱融着可能ポリエチレン層を施すこ
とが、当然ながら可能である。
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【０１１５】
　図１ｂにおいては、本発明により作製された、無菌包装するため及び周囲温度条件下に
おいて長期保管するための包装用ラミネート１０ｂの第２の実施例の断面図が示される。
このラミネートは、５０ｇ／ｍ２の表面重量を有する第１の紙層１１と、この紙層１１の
上に液体ポリマー組成物からなる液膜コーティングにより形成され、後に乾燥される、薄
い誘導融着耐久性層１３とを含む。この組成物は、ＰＶＯＨ及び１０重量％のベントナイ
トの水溶液を含み、乾燥後には、この被覆された層は、ＰＶＯＨと、ＰＶＯＨ層内に薄層
状に均一に分布された剥離されたベントナイト粒子とを含む。好ましくは、ＰＶＯＨは、
少なくとも９９％の鹸化度を有する。
【０１１６】
　その後、この被覆された薄紙ウェブは、約３の光学密度（ＯＤ）まで、その被覆された
側に蒸着金属被覆される。したがって、結果的に得られる包装用ラミネートは、初めにベ
ントナイトを含むＰＶＯＨで被覆され、次いで約５０ｎｍの厚さでアルミニウム金属から
なる薄い蒸着コーティング層１２で被覆された、薄紙基材１１を含む。
【０１１７】
　ポリオレフィンからなる外方の液密且つ加熱融着可能な層１５が、包装用ラミネートか
ら作製される包装容器の外側の方向に配向されることとなる側である、芯材層１１の外側
に施される。この外方層１５のポリオレフィンは、加熱融着可能品質の従来的な低密度ポ
リエチレン（ＬＤＰＥ）であってもよい。最内の液密且つ加熱融着可能な層１４が、この
包装用ラミネートから作製される包装容器の内側の方向に配向されることとなる、蒸着さ
れる層１２の内側に配置され、層１４は、包装される製品と接触状態になることとなる。
最内加熱融着可能層は、メタロセン触媒すなわちいわゆるメタロセン－ＬＬＤＰＥ（ｍ－
ＬＬＤＰＥ）の存在下において、好ましくはＣ４～Ｃ８の、さらに好ましくはＣ６～Ｃ８
のα－オレフィンアルキレンモノマーでエチレンモノマーを重合することによって生成さ
れるＬＬＤＰＥを含む、低密度ポリエチレンを含む。最内加熱融着可能層１４は、同一の
又は異なる種類のポリマーの２つ又は複数の部分層から構成されてもよく、代替的にはポ
リマー・フィルム１４を構成してもよい。
【０１１８】
　比較的厚い加熱融着可能層が必要とされるいくつかの特定の場合には、コストの観点か
らは好ましくはないが、最内層１４の内側に追加の加熱融着可能ポリエチレン層を施すこ
とが、当然ながら可能である。
【０１１９】
　図１ｃにおいては、本発明により作製された、無菌包装するため及び周囲温度条件下に
おいて長期保管するための包装用ラミネート１０ｃの第３の実施例の断面図が示される。
このラミネートは、５０ｇ／ｍ２の表面重量を有する第１の紙層１１と、この紙層１１の
上に液体ポリマー組成物からなる液膜コーティングにより形成され、後に乾燥される、薄
い誘導融着耐久性層１３とを含む。この組成物は、ＰＶＯＨ及び３０重量％のベントナイ
トの水溶液を含み、乾燥後には、この被覆された層は、ＰＶＯＨと、ＰＶＯＨ層内に薄層
状に均一に分布された剥離されたベントナイト粒子とを含む。好ましくは、ＰＶＯＨは、
少なくとも９９％の鹸化度を有する。
【０１２０】
　その後、この準備された薄層は、約３の光学密度（ＯＤ）まで蒸着金属被覆される。
【０１２１】
　したがって、この包装用ラミネートは、初めにＰＶＯＨで被覆され、次いで約５０ｎｍ
の厚さでアルミニウム金属からなる薄い蒸着コーティング層１２で被覆された、薄紙基材
１１を含む。
【０１２２】
　さらに、この包装用ラミネートは、少なくとも２００ｇ／ｍ２の又は好ましくは約３０
０ｇ／ｍ２の表面重量を有する、第２の芯材板紙層１６を含む。第１の紙層及び第２の紙
層は、ポリオレフィン・ベースのポリマー、好ましくは低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）
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からなる中間層１７により、互いに適切に結合される。中間結合層１６は、好ましくは、
金属被覆された第１の紙層及び第２の板紙層を互いに押出成形積層することにより形成さ
れる。
【０１２３】
　外方の液密且つ加熱融着可能な層１４及び１５は、図１ａ及び図１ｂにおけるのと同様
に画成される。
【０１２４】
　図１ｄにおいては、図１ｃの包装用ラミネートと同様であるが、第１の紙層１１の他方
の外方側にベントナイトを含む液膜被覆されたＰＶＯＨ組成物による追加層１８、及び／
又は代替として、第２の板紙層１６の内方側にベントナイトを含む液膜被覆されたＰＶＯ
Ｈ組成物による追加層１９を有する、包装用ラミネート１０ｄの第４の実施例の断面図が
示される。ＰＶＯＨからなるこれらの層１８、１９は、この包装用ラミネートに追加的な
ガス遮断特性を与える。
【０１２５】
　金属化プロセスの際に紙層から真空チャンバ内に放出される水分量を低減させるために
、金属蒸着被覆されることとなる第１の紙層は、金属化プロセス・ステップの前に、水性
の又は溶剤ベースの分散液又は溶液中において、ポリマーからなる液膜組成物により他方
の外方側も被覆されてもよい。水分は、金属化プロセスが実施され得る速度を遅らせ得る
ため、金属化のための真空チャンバ内においては水分を回避することが望ましい。さらに
、リール上の被覆された紙ウェブのその後の取扱い時の紙埃の逆移動が回避され得る。
【０１２６】
　図１ａ及び図１ｂによれば、第１の紙層１１は、約５０ｇ／ｍ２又はそれ未満の薄紙層
であってもよい。この紙層は、非常に薄いため、ラミネートの層の中の１つ又は複数に顔
料を追加することによる追加的な光遮断が必要となる場合がある。例えば、二酸化チタン
（ＴｉＯ２）などの光反射白色顔料、及び／又はカーボン・ブラックなどの光吸収顔料が
、液膜被覆された誘導加熱融着耐久性層１３に加えられてもよい。かかる顔料は、有利に
は、金属蒸着コーティング１２により内側に対して、及び少なくともある程度は紙層１１
により外側に対して隠蔽される。
【０１２７】
　図２においては、紙層又は板紙層の上にポリマー組成物を液膜被覆する方法が、概略的
に示される。紙層２１ａは、備蓄リールから液膜被覆ステーション２２ａの方向に送られ
、この液膜被覆ステーション２２ａで、液体ポリマー組成物は、被覆された紙が乾燥ステ
ーション２２ｂを通過する際に、被覆され乾燥される層の量が約１～３ｇ／ｍ２となるよ
うな量で施される。好ましくは、液膜被覆作業は、２つのステップで、すなわち初めに０
．５～１．５ｇ／ｍ２を被覆し、中間ステップで乾燥させ、次いで２度目の０．５～１．
５ｇ／ｍ２の被覆を行い、最後に液膜被覆された層全体を乾燥させて、被覆された紙層２
１ｂを得ることによって、実施される。
【０１２８】
　図３は、図２で作製された被覆された薄い第１の紙層の上に金属層１２を蒸着被覆する
ためのプラントの一実例の概略図である。図２の薄紙ウェブ２１ｂは、コーティングを受
ける側において、（場合によっては酸化アルミニウムとの混合物中に含まれる）アルミニ
ウムの金属化された層の連続蒸着３０を受け、このコーティングは、５～１００ｎｍの、
好ましくは５～５０ｎｍの厚さを与えられ、それにより、本発明の金属被覆された紙３４
ａが形成される。アルミニウム蒸気は、固体片気化源３１からもたらされる。
【０１２９】
　図４ａにおいては、被覆プロセス４０ａが示される。薄い金属蒸着されたコーティング
３４ａでさらに被覆された、誘導加熱融着耐久性及び／又は酸素遮断性の被覆された紙層
２１ｂが、押出成形ステーション４４ａからＬＤＰＥからなる中間結合層４４を押出成形
し、ローラ・ニップ４５内において共に圧着することにより、この紙層の方向に対面する
側に接着層４３ａを有する内側ポリマー・フィルム４３に対して押出成形積層される。そ
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、そこで、ＬＤＰＥからなる最外加熱融着可能層４６が、紙層の外側に被覆される。最後
に、完成した包装用ラミネート４９ａが、図示されない備蓄リール上に巻き付けられる。
【０１３０】
　図４ｂにおいては、代替的な一実施例が示される。金属被覆された紙層３４ａが、第１
の押出成形被覆ステーション４４ｂにおいて、最内ポリマー層（又は複数の最内ポリマー
層）１４；４３ｂによって直接的に押出成形被覆され、押出し成形機４７及び積層ニップ
４８と同様に、ローラ・ニップ４５ｂ内にて共に圧着される。最後に、完成した包装用ラ
ミネート４９ｂが、図示されない備蓄リール上に巻き付けられる。
【０１３１】
　包装用ラミネートが、図１ｃに図示されるように、追加の第２の板紙層１６を含む場合
には、金属被覆された層が板紙層４３ｃ；１６に押出成形積層される、さらなる積層ステ
ップが存在する。その後、低密度ポリエチレン（又は複数の低密度ポリエチレン）からな
る最外加熱融着可能ポリマー層及び最内加熱融着可能ポリマー層は、上述の図４ｂのよう
な押出成形被覆により、又は代替的には上述の４ａに図示されるような最内加熱融着フィ
ルムの押出成形積層により、任意の順序で被覆され得る。
【０１３２】
　図５ａは、本発明による包装用ラミネート１０ｃから作製された包装容器５０の一実例
を示す。この包装容器は、飲料、ソース、又はスープ等々に特に適する。典型的には、こ
のようなパッケージは、約１００～１０００ｍｌの容積を有する。このパッケージは、任
意の構成からなるものであってもよいが、長手方向シール５１及び横軸方向シール５２、
及び任意には開封デバイス５３を有する、好ましくは煉瓦形状である。図示されない別の
実施例においては、包装容器は、ウェッジとして形状設定されてもよい。かかる「ウェッ
ジ形状」を得るためには、底部の横軸方向加熱シールが、パッケージの底部に対して折り
曲げられ融着される三角形隅部フラップの下方に隠蔽されるように、パッケージの底部の
みが、折曲げ形成される。上部セクション横軸方向シールは、折り曲げられない状態のま
ま残される。このようにすることで、この半分折り曲げられた包装容器は、依然として取
扱いが容易であり、食料品店の棚の上に又はテーブル若しくは同様のものの上に置かれた
場合にも次元的に安定したものとなる。
【０１３３】
　図５ｂは、本発明による包装用ラミネート１０ｂから作製された包装容器５０ｂの代替
的な実例を示す。包装用ラミネート１０ｂは、比較的薄い紙芯材層を有することにより比
較的薄いため、平行六面体又はウェッジ形状の包装容器を形成するのに十分には次元的に
安定なものではなく、横軸方向融着５２ｂ後には折曲げ形成されない。したがって、この
ラミネート１０ｂは、枕形状のポーチ様容器のままとなり、このような状態で供給及び販
売されることとなる。
【０１３４】
　図６は、本出願の導入部において説明されるような原理、すなわち包装用材料のウェブ
の長手方向縁部６２、６２’が、重畳長手方向接合部６３へと互いに一体化されることに
より、このウェブが筒６１へと形成されるという原理を示す。筒は、意図される液状食品
で充填され（６４）、この筒内の充填された内容物の高さの下方にて、互いから所定の距
離を置かれた、筒の反復的な横軸方向シール６５によって、個々のパッケージへと分割さ
れる。これらのパッケージ６６は、横軸方向シールにおいて切断することにより分離され
、この材料中に用意された折り目線に沿って折曲げ形成することにより、所望の幾何学的
構成を与えられる。
【０１３５】
　本発明は、図示され上述された実施例により限定されず、特許請求の範囲内において変
更されてもよい。
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